
18

地震保険料
※証明書を添付

19

雑         損
※領収書を添付

月

※寡婦は理由をチェック

※年調未済または専修学校等は証明書を添付

     

本 人 該 当 項 目

    
    

□ひとり親

□障害者

□寡婦：事由 　□死別 　□離婚 　□生死不明

□特別障害者　身体・療育・精神・介護（　　　　　　　　　　　　　　）級・度

□勤労学生　学校名（　　　　　　　　　　　　　 ）

氏名

円

日生
生
計
を
一
に

す
る
配
偶
者

年

    
生命保険料
※証明書を添付

Ⓐ支払った医療費

円

□ 一般分
「10万円」と「所得金額×5％」と

のいずれか少ない方の金額

　　　　　　　　　　　　　 　　 円
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□ 特例分
    （セルフメディケーション）

                     １２，０００円

□ 国民健康保険税（料）　　□ 後期高齢者医療保険料
□ 国民年金　　□ 介護保険料
□ その他（　　　　                　　）

小規模企業 基礎控除
共済等掛金
※証明書を添付

□ 自分で納付（普通徴収）

Ｅ 給与・公的年金等に係る所得以外（令和8年4月1日において65歳未満の方は給与
    所得以外)の市県民税の納税方法

D 16歳未満の扶養親族に関する事項

損害の原因 損害年月日

□ 給与から差引き(特別徴収)  

11

 
歳
未
満
の

扶
養
親
族

平・令  　 　 年     月     日生 □ 同居
□ 別居11 障害者 身・精・療・介(        )級・度

医   療   費
※明細書等を

添付

C 所得から差し引かれる金額に関する事項

短 期

4  預貯金で生活していた。

一 時

 □ 同居
 □ 別居

合計所得

13・14

個 人 番 号

度

級
障害の
程度

円

⑶
円

⑷

6  その他

合 計 ⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸＋⑹＋⑺＋〔⑻＋｛(⑼＋⑽)÷２｝〕

長 期

5  公的扶助(生活保護等)を受給していた。

円

⑹
円

⑺

円

円

9
円

   私は、次の理由で令和7年1月1日から令和7年12
月31日まで（課税対象の）収入がありませんでした。
（該当する番号を〇で囲んでください。）

円

新個人年金保険料 介護医療保険料

旧個人年金保険料

円

円 円

円

円

世帯主の氏名

本人

世帯主との続柄

翌年以降
送付不要

生年月日

□郵送市民税
県民税

⑻

円

⑸

6

7

雑

8

総合
譲渡

農 業

3 不 動 産

4

⑼

利 子

5 配 当

円円

生命保険料控除額

円

給 与

個人番号

□本人 □本人以外   提出者氏名(                                          ) 本人との続柄(           )

住所

1  次の人の扶養(扶助)で生活していた。

氏名                                               続柄

1 営 業 等

2

⑽

裏 面 ❸ に て 計 算

⑾

17

円

円

⑴

⑵

日

     伊勢原市長  殿

 提出年月日

デ

タ

業職は又種業所住現

電  話  番  号

メ
モ
欄

受
付申告書

☆ 令和7年1月から12月まで

デ

タ

フリガナ年 月

令和８年度

B 昨年中収入があった方の記載欄

氏   名

除控者従専Ⓒ額金入収Ⓐ

□ 本人確認 （免・資・個・在・受・他）

提出者

(Ⓐ -Ⓑ-Ⓒ)所得金額

整
理
番
号

受
付
印

令和 8 年
1 月 1 日
の 住 所

業 　 務

そ の 他

Ⓑ 必 要 経 費

2  遺族年金又は障害年金で生活していた。

A 昨年中収入が無かった方の記載欄

3  雇用(失業)保険を受給していた。
公的年金等

地震保険料控除額

医療費控除額

H15.1.2～H19.1.1 未成年者 H20.1.3以降

氏                  名 続柄

個 人 番 号

社会保険料控除額

基礎控除額合計所得金額
2,400万円以下

2,400万円超、2,450万円以下

2,450万円超、2,500万円以下

□

□

□

43 万
29 万
15 万

21

社会保険料
※国民年金は

明細書添付

22 23

平・令  　 　 年     月     日生 □ 同居
□ 別居11 障害者 身・精・療・介(        )級・度

円

円

円

円

円

円

円

円

地 震 保 険 料 旧 長 期 損 害 保 険 料

Ⓒ－Ⓓ

円

Ⓒ差引負担額(Ⓐ－Ⓑ)

Ⓓ

損害金額
円

雑損控除額

差 引 損 失 額
うち災害関連支出の金額 (                       円)

円

円

円

円

       年       月      日

円

円

個 人 番 号

円円円

円円円

円

円

円

円

円円

円円

円

円 円

S31.1.1以前 16歳未満 H22.1.2以降

特定扶養

老人扶養

裏面にも記載するところがありますから注意してください。

世
調

済

表 面

16

本人と同じ

身 ・ 知

精 ・ 介

大 ・ 昭

平 ・ 令
・ ・

10
11
12

明 ・ 大

昭 ・ 平

※該当する□にはレ点

を付してください。

本人と同じ

⑹

⑺

申告書を提出する場合は原則本人か、同居
している親族が持参してください。

裏面を御覧ください

□ 個人番号確認 （個・他）
□ 口頭説明

月
氏名 続柄

円

日生年

11  □ 同居
 □ 別居

合計所得

15・16

個 人 番 号

度

級
障害の
程度

続柄

続柄

身 ・ 知

精 ・ 介

明 ・ 大

昭 ・ 平

月
氏名

円

日生年

11  □ 同居
 □ 別居

合計所得

個 人 番 号

度

級
障害の
程度

身 ・ 知

精 ・ 介

明 ・ 大

昭 ・ 平

月
氏名

円

日生年

11  □ 同居
 □ 別居

合計所得

個 人 番 号

度

級
障害の
程度

身 ・ 知

精 ・ 介

明 ・ 大

昭 ・ 平

扶
養
親
族
・
特
定
親
族
特
別
控
除

※別居の方は裏面の⑦も記載してください。

８令和

令和



❸総合課税の譲渡所得・一時所得に関する事項

個 人 番 号

5 月

月 給 与 収 入 金 額

円円円

円

円円

社 会 保 険 料

円

円
10 月

円
6 月

円

円

賞 与

社 会 保 険 料 の 合 計

円

11 月

（　　　）　　　－

2 月

円

社 会 保 険 料

（　　　）　　　－

※源泉徴収票が無い場合には、給料明細等により下記に記入

必 要 経 費

賞 与

給 与 収 入 金 額 社 会 保 険 料

円

円

円

6

※領収書を添付❺寄附金の内訳

円

神 奈 川 県 分

円

円

円

条 例
指定分

伊 勢 原 市 分

円 円

長  期

所 得 の 種 類 種  目 所得の生ずる場所 Ⓐ収入金額 Ⓑ必要経費

円

円

総合譲渡

円

円 円

控 除 金 額従事年月

Ⓓ特別控除額 所 得 金 額

❹分離課税の所得(短期・長期譲渡、山林、退職、株式等の譲渡、上場株式等の配当、先物取引)に関する事項

事業専従者控除の内訳

一          時

控 除 金 額

所 得 の 種 類

月

氏 名

9 月

給 与 収 入 金 額月

円

円円
7 月

氏 名

個 人 番 号

円

円

円
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    ・  ・     ・  ・

円

円

❷営業・農業・不動産所得に関する事項
所 得 の 生 ず る 場 所

円

円

月8月4

3 月

円

円

Ⓓ特別控除額

円

円

円

円

種  目 Ⓐ収入金額 Ⓑ必要経費

円
下の合計額を表面の「給与6」・「社会保険料21」に記入

収 入 金 額

円

円

従事年月

円

短  期
円円

特別控除後の金額(Ⓒ-Ⓓ)

円

円

赤字のときは0

円

円

円

青 色 申 告 特 別 控 除 額

円

円

円

円

円

月

円

給与収入金額の合計

所 在 地

円円

勤

務

期

間

電 話 番 号

12 月

月

円

円円

所 得 金 額

円円

円

❶給与収入金額の内訳

所 得 の 種 類

1 月

給
与
支
払
者

名 称

月

都 道 府 県 、 市 区 町 村 分
( ふ る さ と 納 税 ) 円

神 奈 川 県 共 同 募 金 会 、
日本赤十字社（神奈川支部）

柄続日月年生柄続日月年生

円

Ⓒ差引金額(Ⓐ-Ⓑ)

裏面

明 ・ 大

昭 ・ 平

明 ・ 大

昭 ・ 平

明 ・ 大

昭 ・ 平

明 ・ 大

昭 ・ 平

❻配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除に関する事項

円

配 当 割 額 控 除 額
円

株 式 等 譲 渡 所 得 割 額 控 除 額

❼別居の扶養親族等に関する事項

氏　　名 生年月日 続柄 障害の程度

❽所得金額調整控除に関する事項

身・療
精 ・介

級 ・度

別居の場合の住所

個人番号

１
氏　　　　　　　名

住　所
国外
居住

国外
居住

国外
居住

国外
居住

国外
居住

住　所

住　所

住　所

住　所

氏　　　　　　　名

氏　　　　　　　名

氏　　　　　　　名

氏　　　　　　　名

2

3

4

5

□配偶者
□30歳未満又は70歳以上
□留学　□障害者
□38万円以上の支払

□配偶者
□30歳未満又は70歳以上
□留学　□障害者
□38万円以上の支払

□配偶者
□30歳未満又は70歳以上
□留学　□障害者
□38万円以上の支払

□配偶者
□30歳未満又は70歳以上
□留学　□障害者
□38万円以上の支払

□配偶者
□30歳未満又は70歳以上
□留学　□障害者
□38万円以上の支払

・受付後の審査によって金額等が変更になる場合があります。
・申告内容に基づいて課税を行うため、提出資料に不備があった場合は、申告者に御連絡をすることがあります。
　また、改めて申告書の提出が必要となる場合があります。
・申告書は郵送でも受付します。その際に収受日付印のある受付書が必要な方は、返信用封筒に切手を貼って同封
　してください。
・分離課税（土地・建物・株式等の譲渡・先物取引）については、平塚税務署にお尋ねください。
平塚税務署
〒254-8533　神奈川県平塚市浅間町９番 １号
　　　　　　 電話（0463）22-1400（代表）


